
行　　政　　評　　価　　表
電話番号
（内線）

基本目標 年度 H28 H29 H30 R01 R02

基本方針 予算額
（千円）

81,930 82,888 83,755

施策名 決算額
（千円）

77,225 77,796 79,680

決算額の内
繰越明許分 - - -

年度

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

平 成 ３０年 度　　　　

所属部 企画戦略部 所属課 危機管理課 正職員数 10人
その他
職員数

1人
（内線4140）

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち

２　安全な暮らしを確保するまちづくり

９　危機管理体制の強化<危機管理体制>

R01 R02

所管する施策の
方向一覧

Ⅰ-２-９-（１）危機管理体制の強化
※人件費、一般諸経費、交際費、積立金、繰出金、出資金及び公債費は
　 含まれておりません。

Ⅰ-２-９-（２）防災体制の確立
※予算費目表に再掲で表示されている事業は、再掲元の予算費目及び
　 総括表に予算額及び決算額を記載しています。

※赤字：補正・流用により当初予算額から変更した予算額

※繰越明許：年度内にその支出が終わらない見込みのあるものについて、
　 議会の議決を得て翌年度に繰越して使用するもの。
　 予算要求年度に予算額を、実執行年度に決算額及び繰越明許額を記載。

055-983-2650

図上訓練・防災講演会参加
者数

自主防災組織や小中学校、各
種団体で実施した講演会・訓
練などに参加した人数（年間）

6,500人 6,500人 6,500人 6,500人 6,500人

成果指標
【行政改革大綱における取

組事項名】
指標計算式（指標の説明） H28 H29 H30

5,482人 5,865人 3,526人

遅れ 遅れ 遅れ

自主防災組織における防災
訓練実施率

年１回以上防災訓練を実施
した自主防災組織の割合

80.0% 83.0% 86.0% 88.0% 90.0%

92.3% 90.1% 95.1%

順調 順調 順調

19.9% 20.7% 21.4%

順調 順調 順調

20.0% 20.0% 20.0% 20.0%

防災指導員が指導を行う研
修・訓練等の回数
【４　防災指導員の育成】

１年間の防災指導員が指導を
行う研修・訓練等の回数

23回 24回 25回 26回 27回

市民意識調査における市の
取り組み「地震・水害などの
防災対策」に対する満足率

市の防災対策に対し、市民意
識調査結果で満足している人
の割合

20.0%

15回 30回 38回

遅れ 順調 順調



年度 R01 R02
成果指標

【行政改革大綱における取
組事項名】

指標計算式（指標の説明） H28 H29 H30

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

90%

84.6% 87.2% 88.8%

自主防災組織リーダー研修
会組織参加率
【５　自主防災組織リーダー
研修会の実施】

組織参加率＝研修参加組織数
／全自主防災組織数

84% 86% 88% 89%

順調 順調 順調

自主防災組織リーダー研修
会女性参加率
【５　自主防災組織リーダー
研修会の実施】

女性参加率＝女性参加者数／
全参加数

26% 27% 28% 29% 30%

23.2% 24.8% 21.5%

順調 順調 遅れ



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

　関係機関との連携をさらに強化するため、国土交通省沼津河川国道事務所に三島市総合防災訓練に参加していただくなど、より実践的な訓練を
実施していく。また、昨年度新たに協定を締結した葬祭業者にも遺体措置訓練に参加していただき、危機管理体制の強化を図る。

施策の方向 Ⅰ-２-９-（１）危機管理体制の強化

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

　関係機関との相互の連携をさらに強化するため、総合防災訓練や遺体措置訓練等、関係機関が連携したより実践的な訓練を実施していく。

【行革取組項目】
今年度の実施計画

【行革取組項目】
次年度の対応方針

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

総合防災訓練において、関係機関と連携した訓練を実施することができた。オフロードバイク隊は7月に基本操縦訓練に参加し、自衛隊や静岡市と
の情報交換や連携強化、基本的な乗車訓練から実践的な走行訓練を行った。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

関係機関との相互の連携をさらに強化するため、実践的な訓練を実施していく。9月に実施する静岡県・三島市・函南町総合防災訓練では、例年よ
りも多くの関係機関と連携した訓練を実施し、危機管理体制の強化を図る。



5 業務計画

No.

目標 500人 500人 500人 500人 500人

実績 830人 800人 900人

達成状況 達成 達成 達成

目標 70人 70人 70人 70人 70人

実績 93人 107人 81人

達成状況 達成 達成 達成

目標 3回 3回 3回 3回 3回

実績 3回 3回 3回

達成状況 達成 達成 達成

目標 100% 100% 100% 100% 100%

実績 100% 100% 100%

達成状況 達成 達成 達成

2　国民保護対策啓
発事業

１　防災訓練事業

R01 R02
事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

年度
改善内容、終了・休止理由、

目標値変更理由等

行政改革
大綱にお
ける取組H28 H29 H30

2
オフロードバイク隊訓
練

訓練参加人数（年間
累計）

維持

1 防災訓練
総合防災訓練参加者
数

維持

1 国民保護対策啓発
国民保護事案対応率
（訓練含む）

維持

3 情報伝達訓練
情報伝達を伴う職員
メール送信回数

維持



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

3,203 (1,852) 2,963 (1,521) 3,385 (2,116)

3,053 (2,800) 2,820 (2,479) 3,237 (2,880)
1　防災訓練事業(01.09.01.05.020.07) 維持

予算費目の事業名、補助金（細節）名

Ⅰ-２-９-（１）危機管理体制の強化

R02歳出（千円）

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

行政改革
大綱にお
ける取組

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） R01歳出（千円）

2　なし



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

施策の方向 Ⅰ-２-９-（２）防災体制の確立

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

新体制による各関係機関との連携強化及び本部員の情報処理の流れを強化するため、より実践的な水防訓練（本部情報処理訓練）を行う。
自主防災事業補助金の要綱を改訂し、申請様式の変更を行う。また、補助金申請マニュアルを改訂し、より分かりやすいものにしていく。

【行革取組項目】
今年度の実施計画

【４　防災指導員の育成】
　自主防災組織リーダー研修会・避難所運営訓練・各種団体への指導の実施を行うとともに、防災指導者を育成する講座の開催を実施していく。
【５　自主防災組織リーダー研修会の実施】
　避難所運営を中心とした研修を８会場以上で実施していく。

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

水防訓練については、昨年度同様本部内の情報処理の確認や、各関係機関との連携を強化するために、本部情報処理訓練を実施する。
自主防災組織整備補助金については、年度当初に要綱の改正を行い、様式の変更を行う。補助金申請マニュアルを5月の自主防災組織説明会まで
に修正し、より多くの団体が申請できるように分かりやすく説明していく。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

【４　防災指導員の育成】
　図上訓練の指導に加え、避難所運営開設・運営訓練における機器取扱い等の指導、一般市民向けの防災講話や小中学生などを対象とした防災
研修における指導など活動の幅を広げ、参加者数の増加に努める。
　また、人材育成講座等の開催によって、新たな指導員の担い手の確保に努める。
【５　自主防災組織リーダー研修会の実施】
　市内全ての自主防災組織を対象に、参加しやすい時間・効率的な研修が実施できる会場（毎年度８会場程度）で複数回のリーダー研修会を開催す
る。
　自主防災活動の基礎知識の周知のほか、必要性に応じた実践的な内容で研修を行うとともに、女性の参加を促していく。

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

水防訓練については、5月31日（木）に本部内の情報処理の確認や、各関係機関との連携を強化するために、本部情報処理訓練を実施した。
補助金申請マニュアル改訂を5月に行い、新たに市民トリアージ研修費を補助対象とした。また、自主防災組織の防災担当者を対象に、効果的な防
災訓練の周知や、防災事業費補助金制度について説明を行った。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

【４　防災指導員の育成】自主防災組織リーダー研修会（全８回）・避難所開設訓練等での指導を行うと同時に、防災力アップ人材育成講座（全３回）
等により、防災指導者育成に努めた。
【５　自主防災組織リーダー研修会の実施】６月～７月に全自主防災組織（１団体につき女性１名以上）を対象に全８回開催した。（参加人数455人）

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

新体制による各関係機関との連携強化及び効率的で分かりやすい情報処理の流れ構築するため、水防訓練（本部情報処理訓練）を行う。
自主防災事業補助金の訓練事業において、補助拡充を行う。

【行革取組項目】
次年度の対応方針

【４　防災指導員の育成】　図上訓練、自主防災組織・学校への指導に加え、８月３１日、９月１日開催の静岡県・三島市・函南町総合防災訓練におい
ても指導を担っていただく。また、新たな人材確保に努める。
【５　自主防災組織リーダー研修会の実施】　８月３１日市内同日開催の避難所開設訓練に向けて自主防災組織の防災指導者を育成する。



5 業務計画

No.

目標 9,000人 9,000人 9,000人 9,000人 9,000人

実績 6,941人 6,038人 9,036人

達成状況 未達成 未達成 達成

目標 450件 450件 450件 450件 450件

実績 458件 421件 504件

達成状況 達成 未達成 達成

目標 17件 17件 17件 17件 17件

実績 15件 20件 22件

達成状況 達成 未達成 未達成

目標 100人 100人 100人 100人 100人

実績 117人 120人 99人

達成状況 達成 達成 未達成

目標 99% 99% 99% 99% 100%

実績 97% 97% 99%

達成状況 未達成 未達成 達成

目標 84% 100% 95% 100% 100%

実績 82% 86% 95%

達成状況 未達成 未達成 達成

目標 20件 20件 20件 12件 12件

実績 27件 2件 10件

達成状況 達成 未達成 未達成

目標 19人 19人 19人 19人 19人

実績 18人 18人 15人

達成状況 未達成 未達成 未達成

目標 600人 600人 600人 500人 500人

実績 531人 493人 497人

達成状況 未達成 未達成 未達成

目標 176台 176台 177台 177台 177台

実績 176台 177台 177台

達成状況 達成 達成 達成

目標 191台 191台 191台 191台 191台

実績 191台 191台 191台

達成状況 達成 達成 達成

目標 17,572台 17,822台 18,273台 18,473台 18,673台

実績 17,824台 18,073台 18,439台

達成状況 達成 達成 達成

2
移動系無線の維持・管
理

正常稼働数 維持

事業を継続し、普及が徐々に
進んでいるため。

2 備蓄食料整備目標 整備率

５　無線通信広報事
業

3 防災ラジオ販売 累計販売台数 維持

1 同報無線の維持・管理 正常稼働数 維持

2 防災指導員数 防災指導員の人数 維持

3
自主防災組織リーダー
研修会参加人数

全体参加人数 縮小
研修会に出席している現地配
備員の数を4名から3名に変
更したため。

○

行政改革
大綱にお
ける取組年度 H28 H29 H30 R01 R02

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

3
施設維持管理上の不
具合発生件数

不具合発生件数 維持

１　防災センター管
理事業

2
防災研修室等の貸し
出し

貸し出し件数 維持

1
総合防災センター施設
利用

利用者数 維持

４　住民啓発、教育
事業
【行政取組番号　４】
【行政取組番号　５】

２　水防対策事業

1 水防訓練の実施 参加者数 維持
前年度より水位監視場所を
減らしたため、参加職員が減
少した。

維持

今年度整備計画を変更した
ため、次年度以降目標値が
変更となる。

1 防災資機材整備目標 整備率 維持

地域の防災リーダーとして普
段から活躍されている方や講
座等を通じて防災指導員とし
て活動していただける逸材を
掘り起こしていく。

○

３　防災拠点備品整
備事業

年度により廃棄食糧の数量
が変わるため、今後目標が変
更となる。

1
家具転倒防止器具取
付

取付件数 縮小



No.

行政改革
大綱にお
ける取組年度 H28 H29 H30 R01 R02

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

目標 120団体 120団体 120団体 120団体 120団体

実績 116団体 131団体 134団体

達成状況 未達成 達成 達成

目標 12,050,000円 12,050,000円 12,050,000円 12,050,000円 12,050,000円

実績 14,402,000円 13,919,000円 14,509,000円

達成状況 達成 達成 達成

目標 92件 92件 108件 109件 110件

実績 96件 107件 115件

達成状況 達成 達成 達成

６　自主防災組織整
備補助事業

７　防災協定継続・
締結事業 1

民間事業者との防災
協定の締結

累計協定締結数 維持

2
自主防災組織整備事
業費補助金

交付金額 維持

1
自主防災組織整備事
業補助金

交付団体数 維持



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

21,062 (19,238) 19,961 (17,511) 20,133 (17,467)

18,748 (16,667) 18,722 (1,707) 19,173 (19,173)

331 (331) 331 (331) 330 (330)

229 (229) 280 (280) 283 (274)

23,696 (15,743) 19,391 (12,766) 14,783 (10,076)

22,650 (14,506) 19,062 (12,567) 13,986 (9,277)

3,875 (1,962) 3,584 (1,956) 4,083 (2,365)

3,035 (1,937) 2,286 (1,523) 2,724 (1,749)

15,361 (15,061) 21,658 (17,306) 26,041 (13,594)

15,108 (14,007) 20,707 (16,963) 25,768 (16,119)

14,402 (9,602) 15,000 (10,000) 15,000 (10,000)

14,402 (9,654) 13,919 (4,632) 14,509 (9,704)

７　なし

６　自主防災組織整備事業費補助金
(01.09.01.05.020.86.19.52)

維持

５　無線通信広報事業(01.09.01.05.020.06) 増大
同報無線設備の老朽化
により修繕費用が増大
している。

Ⅰ-２-９-（１）危機管理体制の強化

予算費目の事業名、補助金（細節）名

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） R01歳出（千円） R02歳出（千円）

１　防災センター管理事業
(01.09.01.05.020.05)

維持

行政改革
大綱にお
ける取組

３　防災拠点備品整備事業
(01.09.01.05.020.02)

維持

２　水防対策事業(01.09.01.04.020.01) 維持

４　住民啓発、教育事業(01.09.01.05.020.03)
【行政取組番号　４】
【行政取組番号　５】

維持 ○



電話番号
（内線）

基本目標 施策名

基本方針

正職員 その他職員

防災訓練事業 934H 0H

国民保護対策
啓発事業

50H 0H

防災センター管
理事業

622H 0H

水防対策事業 622H 0H

防災拠点備品
整備事業

467H 1401H

住民啓発、教育
事業
【行革取組番号
４】
【行革取組番号
５】

2490H 467H

無線通信広報
事業

467H 0H

 
　　　 水防訓練の計画・実施

出水期に伴う災害対応（随時）

3月
従事見込時間数

平成30年度　スケジュール表 所属部 企画戦略部 所属課 危機管理課 正職員数 10人

9月 10月 11月 12月 1月 2月事業名 4月 5月 6月 7月 8月

055-983-2650

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち ９　危機管理体制の強化<危機管理体制>

２　安全な暮らしを確保するまちづくり

その他職員数 1人
（内線4140）

遺体措置訓練 総合防災訓練 地域防災訓練

必要に応じて訓練実施

必要に応じ国民保護計画の変更

施設の適切な維持管理

自主防災新聞の配布 自主防災新聞の配布 自主防災新聞の配布

自主防災リーダー研修会

必要に応じて住民啓発活動実施

水防計画の見直し・策定

防災用備蓄資機材等の購入

防災用備蓄資機材の維持・管理

防災行政無線等の整備



電話番号
（内線）

基本目標 施策名

基本方針

正職員 その他職員
3月

従事見込時間数

平成30年度　スケジュール表 所属部 企画戦略部 所属課 危機管理課 正職員数 10人

9月 10月 11月 12月 1月 2月事業名 4月 5月 6月 7月 8月

055-983-2650

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち ９　危機管理体制の強化<危機管理体制>

２　安全な暮らしを確保するまちづくり

その他職員数 1人
（内線4140）

自主防災組織
整備補助事業

622H 0H

防災協定・締結
事業

311H 0H

国・県との連携
強化

200H 0H

説明会開催

補助金交付事務

既存の協定締結先

新たな協定締結の検討⇒締結

訓練 訓練


